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要要旨旨  
近年、日本の大学では、グローバル人材育成の理念のもと、留学生と日本人学生の交流・協働

学習が様々な形で実施されている。異文化間の接触は多くの気づきをもたらすと同時に、ステレ

オタイプや偏見を助長する恐れがあるため、理論的配慮が必要である。接触仮説（Allport, 1954）
をはじめとする集団間接触理論 1 が枠組みとしてあげられるが、留学生と日本人学生の協働学習

を対象とした検証研究は少なく、特に、異文化の相手に対する偏見に焦点をあて、参加者の心理

的変容を探った研究は限られている。そこで、筆者は上記の理論に基づき国際共修科目をデザイ

ンし、偏見につながる心理とした「不安」「不確実性」「接近回避」「自民族中心主義」の変容を探

った。その結果、留学生はすべての概念、日本人学生は「自民族中心主義」を除く、3 つの概念で

低下の効果が認められ、集団間接触理論の応用の可能性が示唆された。 
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11..  問問題題のの所所在在とと研研究究目目的的  
グローバル時代が到来して久しい昨今、異なる

文化背景を有する人々と共生・協働する異文化間

能力が世界共通で求められるようになった。日本

においても初中高等教育機関がグローバル人材の

育成を掲げ、異文化間能力の涵養を目指した国際

交流を推進しており、なかでも、世界的競争力が

求められる大学では、キャンパスの国際化の一環

として留学生の受け入れや海外協定校との連携を

強化し、多様な形態の異文化間の交流・協働学習

の場が創設されている。このような傾向を国内の

異文化接触の担い手である留学生が支えているこ

とは言うまでもない。「留学生 10 万人計画」が発

表された1983年当初は1万人程度であった数は、

1990 年代以降緩やかに増えはじめ、2010 年代に

急増し、2019 年には 312,214 人と 2008 年発表の

「留学生 30 万人計画」を達成した（文部科学省、

2021）。2020 年は新型コロナウィルス感染症の影

響で減少に転じたものの、収束次第、さらなる増

加が見込まれている。留学生数の増加の背景には、

政府のグローバル戦略、特に 2009 年の「グロー

バル 30（国際化拠点整備事業・大学の国際化のた

めのネットワーク形成推進事業）」を皮切りに一連

の事業が進められ、受け入れ体制が整備された点

があろう。国の国際化戦略によりキャンパスの多

様化が実現し、全国の大学で、多文化クラスや国

際共修の実践が試みられるようになり、今や実施

大学数は国立大学 56 校、私立大学 136 校に上っ

ている（高橋、2019）。 
しかし、このような教育実践とそれに伴う研究

は、留学生の増加が見られ始めた 1990 年代以降

と日が浅く、実践先行の傾向にあることから、系

統立てて実証的研究がなされてこなかったという

問題がある。当該分野の文献研究を行った末松
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（2019）も、過去 25 年間に発表された127 編の

うち、多くが実践報告であると研究土壌の必要性

を説いている。異文化間の接触は、双方に新たな

気づきをもたらすと同時に、不確実性の高いコミ

ュニケーションから不安が生起されやすく

（Gudykunst, 1991）、カテゴリー化を起因とする

集団間バイアスによりステレオタイプや偏見を助

長する（Tajfel & Turner, 1986）など、ネガティ

ブな影響も考えられる。そのため、留学生と日本

人学生の接触もそれらの要素を排除し、効果を高

める理論的配慮が必要であるが、その点に言及し

た実践や研究は少なく、さらに相互作用の現象理

解に迫り、実態を解明する研究もわずかしかない

のが現状である。今後も、異文化間協働学習の拡

大が予想されるなか、教授法の開発は火急の課題

であり、理論的枠組みを検討する仮説検証研究と

仮説生成研究、すなわち弁証法的なトライアンギ

ュレーションの観点からの研究の蓄積が求められ

よう。 
以上の背景から、筆者は関連研究の西岡・八島

(2018）において、国際共修科目を対象に、偏見低

減理論として知られる接触仮説（Allport, 1954）
とその発展理論に基づき協働学習を実施し、異文

化間能力の観点から効果を探る量的研究を試みた。

その結果、当該科目が参加者の異文化間能力に肯

定的な影響が及ぼすことが示唆された。また、西

岡（2022）では、量的研究（西岡・八島、2018）
で見られた異文化間能力の変容を、参加者がどの

ような現象経験により遂げるのか質的研究により

探ったところ、共通かつ独自のプロセスを経てい

ることが示され、変容過程の仮説理論を得ると同

時に、量的研究を支持する結果を得ることができ

た。以上の混合研究は当該分野への一定の貢献は

あるものの、異文化間能力の変容に焦点をあてて

いたため、偏見低減の理論を用いた研究として、

間接的な検証に留まるという限界もあった。 
そこで、本稿では、偏見低減の理論を枠組みと

した異文化間協働学習の教育的効果を、より直接

的に検証すべく、偏見につながる心理を分析の観

点として設定し、留学生と日本人学生の変容を探

ることを目的に研究を行うこととした。当該分野

において、理論面を考慮した実践の効果を検討し、

理論的枠組みの有効性を探る研究が少なく、さら

に心理的側面から参加者の変容を探った研究が、

管見の限り僅少であることから、本研究の意義は

あると考える。 
 

22..  先先行行研研究究とと研研究究課課題題  
「理論的枠組み」「日本の異文化間協働学習と

偏見の変容」「偏見につながる心理」について先

行研究を概観し、研究課題を導くこととする。 
  
22..11..  理理論論的的枠枠組組みみ  
留学生と日本人学生の協働学習の理論的枠組み

として考えられる先行研究を整理する。まず、偏

見が生じる仕組みを論じ、次に偏見低減の先行理

論を概観し、理論的枠組みを考察していく。 
  
22..11..11..    偏偏見見ののメメカカニニズズムム  
人間はなぜ自分とは異なる集団の人々に対し、

偏見を持つのだろうか。我々は日々膨大な情報を

カテゴリー化して処理することで円滑に生活して

いるが、出会う人物に対しても、瞬時に接し方を

判断しており、その際、年齢や性別のほか、人種

や民族などの社会的属性に基づくカテゴリー化が

用いられやすいと言う（Horowitz &Horowitz,  
1938）。社会的カテゴリー化と呼ばれるこの認知

過程に、自分が属するか否かの視点が入ると、内

集団と外集団といった区別が生まれ、外集団は均

質化して知覚されるようになる（上瀬、2002）。

それは、限定的で固定化された画一的なイメージ

としてステレオタイプを生じさせ、さらに、内と

外の集団間関係において、自分の価値やアイデン

ティティを保つため内集団ひいきが生じることが

「社会的アイデンティティ理論」により説明され

ている（Tajfel &Turner, 1986）。つまり、肯定的

な自己概念を求める人間の欲求が内集団が優れ、

外集団が劣っているという評価を下し、偏見が形

成されるというわけである。 
以上のように、偏見は人間の認知傾向を起点と
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することから避けることが非常に難しい。しかし、

偏見低減に向けた一連の研究もなされており、関

連研究の西岡・八島（2018）で言及したように、

それらは留学生と日本人学生の交流・協働学習へ

の応用が期待できる。 
 
22..11..22..  偏偏見見低低減減ののたためめのの理理論論  
22..11..22..11..  接接触触仮仮説説      
偏見低減の古典理論として広く知られるものに

「接触仮説」（Allport, 1954）がある。この理

論の根底にある考えは、偏見は相手に関する知識

の欠如から形成されるため、直に触れ合う機会を

増やし真の姿を知ることが重要だとした点であ

る。しかし、先述のとおり、偏見は人間のカテゴ

リー化を源泉とした集団間バイアスにより簡単に

引き起こされるため、接触がマイナスに働く危険

もある。Allport（1954）も偶然や皮相的な接触

は偏見を高める恐れがあることを指摘し、そのう

えで、接触の諸条件を提示した。それは、集団同

士が対等な地位のもとで共通の目標を追求する接

触により偏見は減少し、その効果は接触が制度的

な支援によって是認されている場合や、共通の利

害や人間性などに関する知覚を喚起する場合にお

いてより高められるというものであった。以降、

最適条件はCook（1985）やBrown（1995）な

どにより発展を遂げ、①制度的支援、②対等な地

位関係、②相互知悉性、④共通目標による協同 2

作業へと整理されていった。近年のメタ分析研究

からもその効果は支持され、集団間接触は偏見低

減へと結びつくが、接触仮説の最適条件が満たさ

れる場合に、より効果が強まることが報告されて

いる（Pettigrew&Tropp, 2006）。 
  
22..11..22..22..  カカテテゴゴリリーー化化変変容容モモデデルル  
接触仮説では、有効となる状況的な特徴はあげ

られたものの、なぜ偏見が低減されるのかについ

ては提示されていなかった。そのため、先述の社

会的カテゴリー化と社会的アイデンティティ理論

を前提にカテゴリー認知の変容により偏見が低減

されるとした研究が、接触仮説の発展理論として

次々と登場する。 
まず、集団の成員ではなく個人としての接触に

より脱カテゴリー化を図る個人化モデル（Brewer 
& Miller, 1984）や、内集団と外集団を包括する上

位カテゴリーを意識させ、再カテゴリー化を図る

ことで仲間意識を生む共通内集団アイデンティテ

ィモデル（Gaertner et al., 1993）があげられる。

また、あえて集団カテゴリーを顕現化（Hewstone 
& Brown, 1986）させつつ、相互扶助関係による

偏見低減を目指すものや、すでに注目された強い

カテゴリー（例：人種など）とは別のカテゴリー

を意識させることで、元のカテゴリーによる集団

間バイアスを弱める交差カテゴリー化（Marcus-
Newhall et al., 1993）などがある。 
このうち共通内集団アイデンティティモデルは 

接触仮説の「共通目標による協同作業」の効果の

メカニズムを説明するものと言える。Gaertner et 
al.（1993）は、集団の捉え方を「彼ら」と「我々」

から、より包括的な「我々みんな」という上位カ

テゴリーへと移行させることで、新たな内集団ア

イデンティティが生まれ、その内集団好意が外集

団にも向き、偏見が低減すると説いたのである。

なお、上位カテゴリーの意識化には、共通目標な

ど共有される要因を際立たせ、親密な相互扶助関

係を築くことが重要なため、接触仮説の条件が必

須となろう。 
 
22..11..22..33..  不不安安のの減減少少  
また、先述の集団間接触のメタ分析研究では、

効果を高める要因だけでなく、効果を妨げる要因

にも目を向けること、つまり、不安などの否定的

感情を軽減することが、集団間接触の偏見の低減

に重要であることが指摘されている（Pettigrew 
&Tropp, 2006）。外集団（見知らぬ人）とのコ

ミュニケーションに不安や緊張を感じることは誰

にでもあり、相手に対する知識や接触経験がな

く、不確実性の高い場合はなおさらだろう。その

ため、Pettigrew（1998）は接触初期の段階で

は、個人間の交流により脱カテゴリー化を図り、

不安の減少に努めることが重要であり、徐々に、
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カテゴリー顕現化、再カテゴリー化を意識した接

触へと段階的に移行することを提案している（再

構成接触理論）。Gudykunst (1991, 1995）も異

文化間のコミュニケーションにおいて、不安が上

限に達すると相手に対して十分な注意が払われ

ず、情報処理の簡略化からステレオタイプを招

き、さらに、不安回避欲求と自己概念維持欲求が

合わさると接触を回避するとし、効果的なコミュ

ニケーションにはマインドフルネスを働かせ、不

安と不確実性を制御することが重要だとしている

(不安・不確実性制御理論)。なお、マインドフル

ネス 3（Langer, 1989; 2000）の特徴は「新しい

カテゴリーの創造」「新たな情報の受容」「複数

の視点の気づき」であり、目の前の相手（個人）

に注意を払い、カテゴリーの細分化を図るほか、

共通点への注目や相違点への好奇心が大切だとさ

れることから、先述のカテゴリー化変容モデルを

複合したような概念だと言える。 
総じて、以上の知見は異文化間協働学習の理論

的枠組みとして応用の可能性が期待できよう。 
  
22..22..  日日本本のの異異文文化化間間協協働働学学習習とと偏偏見見のの変変容容  
 日本の大学における異文化間の交流・協働学習

の研究は、先述のとおり実践報告が多く、集団間

接触の理論に触れ、量的側面から効果検証を行っ

たものは限られている。そのうち、異文化間能力

の観点から教育的効果を探ったもの（加賀美、 
2006; 西岡・八島、 2018）や、留学生と日本人学

生の相互の印象変化から検証したもの（根本・山

崎、 2011）は若干あるが、自分とは異なる文化の

集団に属する者に対する偏見心理の変容を探り、

より直接的なかたちで、有効性を検討したものは

管見の限り見当たらない。 
なお、大学以外の取り組みを対象とした研究は

わずかにあり、まず、接触仮説に言及し、日韓の

小学生の交流授業を対象にした曺（2005）がある。

そこでは、異文化コミュニケーション能力の質問

項目（西田、1998）のうち、外国人に対する態度

の項目を用いて偏見の変容を探っており、交流後

には参加児童の外国人に対する態度の向上が認め

られ、偏見が低下したとしている。また、国際協

働ボランティア・プロジェクトに参加した日本人

の若者の異文化コンピテンスの変容を探った

Yashima（2009）は、協働プロジェクトが接触仮

説の条件を満たしているとしたうえで、統制群と

の比較により、参加者のエスノセントリズム（自

民族中心主義）が有意に低下したことを報告し、

同プロジェクトの教育的意義を示している。なお、

エスノセントリズムは後述するように偏見と抱き

合わせの概念だと言える。 
このような心理的側面からの検討は、大学にお

ける留学生と日本人学生の異文化間協働学習を対

象としても必要であり、効果検証を試みた量的研

究が少ないことからも蓄積が求められよう。 
  
22..33..  偏偏見見ににつつななががるる心心理理    
偏見はそれ自体を測り、その変容を判断するこ

とが難しいことから、本研究ではこれまでみてき

た先行研究、特にGudykunst（1991, 1995）を

参考に偏見につながる心理として以下の 4 つの

概念を取り上げる。 
 
不不安安：：外集団（自己と異なる集団）の成員との関

りに対する否定的な予測や予想から生まれも

のであり、偏見に結びつくとされる（Stephan& 
Stephan, 1985）。なお、不安は次の不確実性の

情動である（西田、2004）。 
不不確確実実性性：：外集団（見知らぬ相手）に対する知識

や情報の欠如から相手の態度、感情、信条、価

値、行動等を予測・説明できないことを意味す

る（Berger&Calabrese, 1975）。  
接接近近回回避避：：外集団の相手に対し、否定的感情が伴

う場合、接触に抵抗を伴い（上瀬、2002）、不安

回避欲求と自己概念の維持欲求が合わさると

接触そのものを回避する（Gudykunst, 1991）。 
自自民民族族中中心心主主義義：自分が属する集団があらゆる 
ものの中心で、すべてのことはそれとの関係で 
計られ、評価されるといったものの見方とされ 
（Summer, 1906）、内集団バイアスと類似す 
る。 
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22..44..  研研究究課課題題    
以上の背景から、具体的な研究課題を次のとお

り設定した。 
 

研研究究課課題題 11：：接触仮説とその発展理論に基づきデ

ザインされた異文化間協働学習は、参加者の

偏見につながる心理（不安、不確実性、接近

回避、自民族中心主義）の変容を促すか。 
研研究究課課題題 22：：接触仮説とその発展理論に基づきデ

ザインされた異文化間協働学習は、留学生と

日本人学生の偏見につながる心理（不安、不

確実性、接近回避、自民族中主義）に異なる

影響を与えるか、異なる場合それはどのよう

か。 
  
33..  調調査査方方法法とと分分析析方方法法  
33..11..  調調査査対対象象  
筆者が関西地方の大学において担当した留学生

と日本人学生がともに学ぶ国際共修科目 4 を対象

とし、2016 年前期の上記科目の受講者43 名を対

象者とした。内訳は留学生 22 名、日本人学生 21
名であり、留学生は欧米諸国籍 12 名、アジア諸

国籍 7 名、NIS 諸国籍 2 名、オセアニア国籍、中

東国籍が各 1 名であった。 
  
33..22..  ココーーススデデザザイインン  
関連論文の西岡・八島（2018）にあるように、

接触仮説とその発展理論を念頭に、対象科目をデ

ザインした。具体的には留学生と日本人学生の混

合グループが共通目標に向かうよう、地球市民と

して課題解決型の協働プロジェクトワークに取り

組むことをコースの中心に据えた。第 1・2 週は、

参加者の不安を減少するため、アイスブレイキン

グやアクティビティなど、個人同士の触れ合いの

場を多く設定し、第 3 週から本格的なグループ活

動へと移行する流れを組み立てた。メンバー同士

がお互いを知り合い、親密な関係が築けるようグ

ループ活動の時間を多く取り、フィールドワーク

などの授業外活動も推奨した。また、内集団意識

の形成を意図し、グループの目標やルール作りな

どのチームビルディングの仕掛けを工夫し、協働

作業において、各メンバーの文化背景の異なりや

特性をいかすことを伝え、各メンバーの個性が反

映されたプロジェクトが期待されていることを全

体で共有した。その他にも、円滑に協働作業が進

むよう、文化やコミュニケーションを考える簡単

な異文化トレーニング活動を随時コースに組み込

んだ。これは、文化一般と文化特定に関する知識

習得による不安の減少も意図され、協働プロジェ

クトワークが深い接触を狙った少人数の同一メン

バーで長期間取り組むのに対し、文化を考える活

動は参加者の多様な文化を考える場として、毎回

異なるコースメンバーで行うよう授業内容を組み

立てた 5。  
  
33..33..  デデーータタ収収集集法法とと分分析析方方法法  
主なデータ収集は、異文化の相手に対する偏見

につながる心理を測った質問紙調査であり、コー

スの前と後に実施された。また、観察調査やコー

ス最終日に回収した自由記述式アンケートのほか、

気づきを振り返るためのジャーナル 6 から得られ

たデータを分析の補助とした。質問紙は

Gudykunst（1991）と西田（1998）の異文化コミ

ュニケーション能力のスケール「不安」「不確実性

「接近回避」「自民族中心主義」の各項目、合計 23
項目に対し、6 段階評定で回答を求めた。なお、

信頼性係数は、「不安」α＝.78、「不確実性」α＝.77、
「接近回避」α＝.71、「自民族中心主義」α＝.65 で

あった。正規性を満たさない変数があったが、分

散分析は頑健性（robustness）が高いとされるた

め（竹内・水本、2014）、「測定時期（コース前、

コース後）×参加者群（留学生、日本人学生）」の

2 元配置分散分析（対応あり×対応なし）を行っ

た。分析ツールにはSPSS（Ver.27）を用いた。 
 
44..  結結果果  
コース前後に質問紙を回収できた 38 名（留学

生 21 名、日本人学生 17 名）を分析対象とし、各

概念の平均値を用いて2元配置分散分析を行った。

その結果、「不安」F（1,36）=0.11、p=n.s.、η2＝.00、
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「不確実性」F（1,36）=0.03、p=n.s.、η2＝.00、
「接近回避」F（1,36）=2.55、p=n.s.、 η2＝.05 と

なり、測定時期と参加者群の間に交互作用は認め

られなかった。そのため、それぞれの主効果を見

たところ、測定時期は「不安」（F（1,36）=11.45、
p<.01）、η2＝.24）、「不確実性」（F（1,36）=32.95、
p<.001、η2＝.48）、「接近回避」（F（1,36）=14.20、
p<.001、η2＝.27）のいずれも有意差が認められ、

効果量も大きかった。また、参加者群も「不安」

（F（1,36）=8.58、p<.01、η2＝.19）、「不確実性」

（F（1,36）=8.66、p<.01、η2＝.19）、「接近回避」

（F（1,36）=14.03、p<.001、η2＝.28）のいずれ

も有意な違いが明らかとなった。これより、コー

ス前後において、留学生と日本人学生の「不安」

「不確実性」「接近回避」が一様に低下したことが

示され、さらに、日本人学生の「不安」「不確実性」

「接近回避」が一貫して髙く、留学生が低いこと

がわかった（図 1、図 2、図 3）。 
一方、「自民族中心主義」においては、交互作用

が認められたため（F（1,36）=7.72、p<.01、η2

＝.14）、単純主効果の検定を行ったところ、測定

時期は留学生F（1,36）＝20.41、p<.001、η2＝.36、
日本人学生F（1,36）＝0.11、p=n.s.、η2＝.00 と

なり、留学生にのみ有意な低下が認めれら、効果

量も大きかった。引き続き、参加者群の単純主効

果について見たところ、コース前（F（1,36）＝0.01、
p＝n.s.、η2＝.00）には差は認められなかったが、

コース後（F（1,36）＝4.18、p<.05、η2＝.11）に

おいて、有意な違いが見られ、留学生がより低か

ったことがわかった 7（図4）。  
  

      
      図 1 不安の変容 

     
        図 2 不確実性の変容 
 

   
                図 3 接近回避の変容 
 

          
          図4 自民族中心主義の変容 
  
55..  考考察察  
55..11..  偏偏見見ににつつななががるる心心理理かかららのの考考察察  
  分析結果により、研究課題 1 の回答として、

接触仮説とその発展理論に基づき、デザインされ

た異文化間協働学習は、参加者の偏見につながる

心理の変容を促すことが明らかになった。 
なかでも「不安」「不確実性」「接近回避」は、

交互作用に有意差がなく、測定時期の効果量が大

きいことから、留学生も日本人学生も同様に効果

が生じていることが示され、今回の協働学習が参
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加者の心理的側面に大きく影響を及ぼすことがわ

かった。これはアンケートの記述からも支持さ

れ、「授業を受ける前は留学生と話す機会がな

く、接し方が分からなくて不安だったが、活動し

ているうちに笑いのツボとか同じ所も多いことが

わかって、仲良くなれた（日本人学生）」と不安

や不確実性を低下させ、良好な関係を構築してい

く様子や、「フランスでは中国政府をよく批判し

ます。でも、グループの中国人と友達になって、

いろいろ話してから、私の考え方や行動は変わり

ました。今はとても興味を持っています（留学

生）」と接近回避を改善させていった様子がうか

がえるものとなっている。浅井（2014:109）は

「外集団成員との親密で豊富な接触は、相手と外

集団に関する正確で豊富な情報を得ることに繋が

る。そうして、ステレオタイプや偏見が誤解であ

ることに気づいたり、お互いの類似性を発見して

共感や好意を抱くようになる（類似性‐魅力仮

説:Byrne, 1971）ことで、偏見の低減が導かれる

と予測される」と述べている。異なる文化集団に

属し、多様な文化背景を持つ参加者が、今回の協

働学習の過程を通して、互いについて深く知り合

い、豊富で正確な情報を得ることで、不確実性か

ら生じる不安や、接近回避の行動心理を低下さ

せ、複合的にカテゴリー化の変容を実現し、偏見

やステレオタイプを低減させていったとみること

ができよう。カテゴリー化の変容については、

「国や人種にイメージを持っていたが、相手を知

れば知るほど覆された（日本人学生）」と脱カテ

ゴリー化が促された様子や、「それぞれが自分の

持ち味を生かして、プロジェクトに取り組み、異

なる視点やアイディアも色々出てきて、日本人だ

けで進めるよりうまくいった（日本人学生）」と

いった相互補完のカテゴリー顕現化の様子、ま

た、「文化の違う（メンバー）皆が同じ気持ちで

活動できて、仲間になれたのはとてもよかった

（留学生）」と新たな内集団意識やカテゴリーが

創造された様子などがアンケートやジャーナルに

おいて多く記されている。 
なお、「自民族中心主義」は留学生に変容が見

られる結果となり、今回の協働学習を通し、留学

生が自民族中心のものの見方や内集団バイアスを

改善し、偏見を低減させていったことが示唆され

るものとなった。その様子はアンケートからもう

かがえ、「日本人メンバーのコミュニケーション

や行動を見て、はじめは『なぜそうなの？』と悪

く思いがちだったが、今は自分の中で理解できて

答えられる（留学生）」や、「皆それぞれ価値観を

持っている。世界は一つの正確な考えなどなく

て、皆自分の理由がある。だからお互いの立場に

なって、すぐに否定したり判断したりしないで、

ちゃんと考えるのはプロジェクトワークから学ん

だことだ（留学生）」などと述べられている。な

お、日本人学生に変容が見られなかった点につい

ては、次の考察で詳しく述べることとする。 
  
55..22..  留留学学生生とと日日本本人人学学生生のの異異同同かかららのの考考察察  
  先述のとおり、当該コースは留学生と日本人学

生に同様の影響を及ぼすことが示されたが、交互

作用が生じた概念があったことから、研究課題 2
の回答として、接触仮説とその発展理論を考慮し、

デザインされた異文化間協働学習は、留学生と日

本人学生に異なる影響を与えることも示唆された

と言える。 
「自民族中心主義」において、日本人学生に低下

の効果が見られなかった点については、日本人学

生にとって、今回の教育実践がホスト環境の社会

文化コンテキストで行われ、ホームグラウンドで

の接触であったことから、異文化インパクトが弱

かったことが推察される。人間の変容を 3 層構造

で捉えた「発生の 3 層モデル 8」（Valsiner, 2007）
では、価値観や信念が変容する「価値観への統合

レベル」が最も高い層にあるとされている。「自民

族中心主義」は、自己概念に関する価値観や信念

だとも言え、日本人学生はそのような価値観が変

容するまでの衝撃は受けなかったとも考えられる。

しかし、そうであったとしても、日本人学生の「不

安」「不確実性」「接近回避」が一貫して留学生よ

り高かった特徴を考えると、3 つの概念それぞれ

が変容を遂げたことは意味があると言えるのでは
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ないだろうか。日本は不確実性回避の傾向が強い

社会であり、曖昧な状況や未知の状況に脅威や不

安を感じ、異質なものを避ける傾向にあるとされ

（Hofstede, 2013）、今回の結果はそれを支持する

ものである。そのような社会文化の成員である日

本人学生にとって、異文化集団との接触はハード

ルが高かったことが予想される。不安を抱えなが

らも、協働学習に挑戦し、相互理解を深めて、不

確実性、接近回避を低下させ、カテゴリー化の変

容を実現し、偏見の低減につなげていったと推察

できることから、今回の教育実践の意義はあると

考えられる。 
なお、アンケートの記述からは、日本人学生も

コンフリクトを乗り越えながら、「自民族中心主義」

を変化させていく様子がうかがえるものとなって

いる。ある学生は、「メンバーはそれぞれ個性が強

く、ぶつかりあうこともあった。それを国民性や

ステレオタイプのせいにしたくなかったので、ど

うやったらうまくいくか悩み、ありのままを認め

合うべきだと考えた。今ではメンバー全員のこと

が大好きだ」と述べている。筆者の関連研究（西

岡・八島、2018）でも、非自民族中心主義と関連

する異文化間能力の「異文化に対する認識スキル」

において、留学生と同様に日本人学生にも大きな

変容が見られており、インタビューによる質的研

究（西岡、2022）でも、メンバーとの相互作用か

ら価値観を再構築（統合）させ、自己概念を拡大

し、変容を遂げている例もある。異文化インパク

トは所属グループのコンテキストや個人特性によ

っても異なり、また、変容はメンバーとの関係性

にも大きく影響を受けることから（西岡、2022）、
この点については、さらなる研究の蓄積と検討が

必要だと考える。 
また、留学生の「自民族中心主義」が有意に低

下した現象については、留学生の「不安」「不確実

性」「接近回避」が日本人学生より一貫して低く、

異文化接触に積極的な傾向があったため、より深

い変容に結び付いたとも考えられるが、やはり、

コンテキストが関連していると思われる。留学生

活の環境において、今回の集団間接触理論に基づ

いた協働学習への参加となったことから、異文化

インパクトが大きく、価値観の統合レベルの変容

にまでつながったことが推察される。この点は、

コースを受講していない統制群との比較検証によ

って明らかにできるため、今後の課題となろう。

しかしながら、プロジェクトの完成に向け、授業

以外にも毎週、留学生寮や図書館に集合し、協働

作業をとおして「we 意識」を高めていたことがジ

ャーナルにも記されており、密度の高いメンバー

との交流から良好な関係性を築き、カテゴリー化

や自民族中心の見方を変容させ、偏見を低減して

いったと見られることから、当該コースが与えた

影響は小さくないと考えられよう。 
総じて、今回の異文化間協働学習を通して、留

学生と日本人学生の双方の偏見につながる心理に、

効果的な変容が見られたことから、異文化間協働

学習の理論的枠組みとして、一連の集団間接触理

論の応用の可能性が示されたと言えるだろう。 
 

66..  ままととめめとと今今後後のの課課題題      
本研究は、接触仮説とその発展理論に基づき、

異文化間協働学習をデザインし、参加者の偏見に

つながる心理の変容を探った。その結果、留学生

は「不安」「不確実性」「接近回避」「自民族中心主

義」の 4 概念すべてにおいて、そして、日本人学

生は「自民族中心主義」を除く、「不安」「不確実

性」「接近回避」の 3 つの概念において、有意な低

下が認められ、当該コースの教育的効果が示唆さ

れた。また、今回の結果は、筆者の関連研究の結

果も支持しており、偏見につながる概念を分析の

観点として設定し、直接的な検証を行ったことで、

異文化間協働学習の理論的枠組みとして、集団間

接触理論の有効性がより高まったと言えるだろう。 
しかしながら、偏見の低減と関連する異文化間

能力を意識させる明示的指導による結果であった

ことは留意すべきである。文化背景の異なる留学

生を一括りにして分析を行った点や、統制群との

比較がない点なども同様である。先述のとおり、

特に、留学生は日常的に異文化環境に置かれてい

るため、当該コースを変数として効果を語ること
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が難しい面もある。今後は、今回の調査で実現で

きなかった潜在連合テスト（Implicit Association 
Test）を導入するなど、顕在尺度と併用した検証

も求められるだろう。さらに、参加者の背景（個

人特性や異文化接触の経験など）や、メンバーと

の関係性といった様々な要因も含めた検討のほか、

個人の変容過程を丁寧に探っていく研究などが必

要である。 
  
註註  
1 集団間接触理論は接触仮説と同義で用いられる

ことがあるが、本稿では接触仮説とその発展理

論を含めた一連の理論を指している。 
2 本稿では、異文化間の「きょうどう」を山本（2011） 
の定義を改変し「異文化的背景を持つ 2 人以上  
の者がタスク遂行という共通目標のためにお互 
いの背景をいかしながら、貢献・協力して活動 
すること」と「協働」を採用しているが、接触 
仮説の条件を示す際は、原著翻訳の「協同」を 
用いている。 

3 Langer（1989, 2000）は、マインドフルネスに 
ついて、今ある現在に積極的にかかわりながら、 

 自分の置かれている状況に敏感になり、今まで 
 気づいていなかった新しいことに気づいている 
 柔軟な心の状態であると説明している。 
4  科目合同型の国際共修コースで、筆者が留学生 
側科目を担当し、日本人学生側科目の担当者と 
共同でコース運営を行った。なお、カリキュラ 
ムの設定から、本コースを受講する留学生は、 
日本語上級レベルの学生である。 

5 詳しい実践内容は西岡（2017）を参照されたい。 
6  受講者が気づきや経験を内省するためのノー

トである。体験学習のサイクルに沿う書式とな

っており、ワークの進捗や問題を書く欄も設け

られた。毎週、授業後に回収され、担当教員が

コメントを付けて返却し、各学生の対応にあた

った。なお、振り返りジャーナルの導入は接触

仮説の条件「制度的支援」の一つである。 
7 ノンパラメトリック検定による分析からも同様

の結果が得られた。 

8 「文化的な記号を取り入れて変容システムとし

ての人間の動的なメカニズムを捉える理論（安

田、2015:27）」であり、第1 層は行動が発生す

るレベル、第3 層は価値観・信念が変容・維持

される価値観への統合レベル、中間の第 2 層は

変容を促す記号レベルを指す（安田・滑田・福

田・サトウ、2015）。 
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